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イ－５

106
会社
員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「クリーンエネルギー供給の安定確保／技術革新
による再生可能エネルギーの飛躍的拡大」におい
て、国内バイオマスの利活用に関して、国内およ
びアジア地域でのそれらの収集面からの環境整
備に付き、政策の立案および支援に関してご検討
頂きたいと思います。

現状において、バイオマスを活用した燃料などの
エネルギー生産や化成品の生産などが検討され
ていますが、国内およびアジア地域における収
集・運搬における環境整備が個々の自治体の地
域活性化策など、地域限定的に実施されているた
め、そのコストがバイオマス生産国および近隣諸
国と比較して高く、多くの国内企業が海外に生産
拠点を構える方向です。すなわち、国内産業およ
び雇用の拡大を考える場合の負の要因となって
います。

○

107
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

災害情報の伝達においては、リスクコミュニケー
ションを円滑にする環境を構築することも重視す
べきである。特に、リスクコミュニケーションにおい
ては、適切な情報収集・蓄積・分析手段があり、専
門家がその手段を活用して適切な情報を迅速に
発信できることが重要である。

震災後、インターネットを介して個人が各自の憶
測を情報発信し、それがデマ等として拡散し、風
評被害等に繋がることが少なからずあった。この
ような二次災害を防ぐためには、災害時に限ら
ず、情報安全保障、政策の最適化という観点でよ
り情報通信技術を発展させ、情報の収集、蓄積、
分析をあらゆるレベルにて行い、一般国民から政
策立案を行っている人のレベルまで、国のあらゆ
るレベルにおいてより冷静な判断が出来る環境を
整備すべきである。

○

108
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

災害情報の伝達においては、あまねく人々が適切
に情報を享受でき、意思疎通がはかれる環境を
構築することが重要である。

グローバル化が急速に進み、我が国の経済活動
においても訪日外国人の役割が重要となってい
る。災害発生の際には当然、日本国民のみならず
訪日外国人のケアも重要であるが、今回の震災
においても訪日外国人は現地の人々と十分な意
思疎通が図れず、日本を離れることを余儀なくさ
れた場合も多い。このようなことを繰り返さないた
めにも、言語の壁を越えて人々が適切に情報を享
受でき、意思疎通できるようにすることが重要であ
ると考える。

○

109
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

安全で豊かな国民生活の実現に向けた知の資産
創出基盤の強化等、研究開発の基盤を重視すべ
きである。

「基礎研究の振興及び人材育成の強化」における
「目指すべき社会の将来の姿」には、「安全で豊か
な国民生活の実現への基盤を構築すること」、「知
の資産を創出し続けること」が謳われているが、今
回のアクションプランでは、これらの基盤的課題を
重視した政策課題や重点的取組が挙げられてい
ない。

○

110
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

人口一人当たり国民医療費では、65歳未満は約
16万円、65歳以上は約67万円である。高齢化の
進む日本では、高齢者が、医療費の対象ではな
く、逆に社会的貢献をする立場となる必要がある。
そのために大切なのが、癌の克服とならんで、糖
尿病の治療であり、特にその初期治療が重要で
ある。しかし、初期の糖尿病患者は2200万人とも
言われており、全員に従来の治療を行えば、やは
り医療費の増大が見込まれる。これらの中から、
真に危険な患者を選び出す方法を開発し、より安
価で確実な新規の糖尿病治療が模索される必要
がある。

糖尿病の合併症には、冠動脈疾患、脳血管障
害、慢性透析に移行する腎不全といった、いずれ
も患者のQOLを低下させ、医療費を増大させる疾
患群が含まれている。UKPDSのデータでは、初期
の適切な治療が10年以上経過して、循環器疾患
の発症に反映されることが示され、糖尿病の初期
治療が大切であることは明らかである。ＱＯＬの低
下した高齢者をサポートすることも重要であるが、
ＱＯＬを落とさないように、原因に立ち返った医療
介入が求められ、それが結局は、医療費を削減
し、社会へ大きく貢献することが予想される。

○

27 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞
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イ－５

111
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

科研費の基金化は大きな進展であり、さらに促進
されるべきである。また、繰り越し制度をより柔軟
化することで研究費使用の年限をなくし、研究
テーマを論文として報告するまでサポートできる形
が望ましい。　人材育成について、ポスドク１万人
計画にサポートされた40歳前後の若手研究者の
中には、国際的に高い評価を得ている者も多い。
よって、これらの芽をしっかりと育てていくために
は、テニュアトラック制の普及と若手独立ポジショ
ンの増加が必要であると考える。

年次計画通りに進めるだけの先のみえた研究で
はなく、生命の本質を明らかにするような研究を促
進するためには、年度や年限のしばりをなくした研
究費の使用が必須である。　人材育成について、
35～45歳あたりの若手研究者は、高い業績が
あってもポジションが足りず、十分に研究を進める
ことができないという現状があるため、せっかく投
資して育成した人材を無駄にすることになりかね
ない。また大学院生が将来のみえない研究者に
なりたがらないという流れにも拍車をかけている。
これらの悪循環を打開する策を打ち出すことは急
務である。

iPS細胞の発見の背景となった発生
生物学の歴史をみれば分かるよう
に、基礎研究が実を結ぶまでには数
十年もしくはそれ以上の年月を要す
る。すなわち、短期目標を掲げた「出
口の見える研究」と並行して、数十年
後を見据えた基礎研究へのサポート
を強化する必要がある。　これについ
ては分野によって対応が異なるが
（理由の欄参照）、共通して言えるこ
ととして、国際的に高い評価を得てい
る研究者を優遇する制度（JSTの
CRESTなど）を推進し、逆に、政治的
なつながりだけで学会の中心に立っ
ている人への研究費配分を制限する
ことが重要である。

がん研究は、基礎研究を引き続き充
実されることはもちろん必須である
が、治療や創薬への橋渡しをより促
進する時期にきている。これに対し、
脳研究は、例えば神経薬理学分野
は発展しているが、脳がどのような
構造をしていて、この複雑な脳がどう
やってできるのかなど、基礎的な研
究がおそろかになっているため、系
統的な創薬や治療が難しく、予測不
可能な副作用を示す薬が市場に出
回る危険性もはらんでいる。分野ご
とに「基礎研究」と「出口の見える研
究」の割合を考慮しなければならな
い。

○

112
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

「糖尿病等の生活習慣病の合併症に特化した予
防、診断、治療に関する研究開発」は国を挙げて
のさらなる規模の拡大と、異分野技術の統合的取
り組みを促進すべきと考えます。糖尿病の合併症
は互いに関連もしており、網膜症と心筋障害の関
係は近年のトピックスであるなど医療情報との統
合により、包括的な予防診断治療環境を構築する
ことが医学・医療の発展に今後益々重要であり、
研究開発の成果が期待でき国民の福祉にも直結
する。

糖尿病は増加の一途をたどっており、さらに心臓
病・慢性腎臓病（透析）の増加にも繋がるなど国民
の就労能力を全体として非常に大きく削いでおり、
さらに高額医療費の増加に繋がる厳しい現状が
ある。医療も生活習慣病からの予防にシフトすべ
きであるが、疾患の予防に早期に介入する方法と
してセンサー・モバイル技術のICTや網膜症から
心臓を診断する有効な診断方法など開発されつ
つあり、学際的な研究開発環境が整いつつある。

小資源国であるわが国が今後独立
国として繁栄していくためには科学
技術に対する投資をさらに増やし、
産官学が協力してともにわが国発の
知的財産や特許などを国際的に資
する国を維持することが特に重要で
ある。

昨今、科学技術に対するあらゆる投
資が減少傾向で、上掲の繁栄の基
礎が脅かされているように考える。

○

113
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

政策課題「災害から命・健康を守る」の重点取組
「地震」「津波」に関して、「被災状況の早期把握」
を追加する。

大災害時にいつも指摘されますが、今回の広域
災害に対しても、被害状況全体が初動時に把握
できず、被害報告が後から後から大きくなり、対応
に遅れが生じたという課題があります。人工衛
星、航空機、無人航空機の連携による、被害状況
の早期把握システムの構築を緊急の重点的取り
組みに加える必要があります。

新規技術の開発だけでなく、既存の
技術も含め、真に社会に活用される
応用および利用技術にも力点を置く
必要がある。

我が国で研究されていたロボット研
究が今回の震災に必ずしも十分に活
用されなかったのは、その利用方法
の確立、社会への整備が政策課題
に含まれていなかったためと考えら
れる。

○

114
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

科学研究費が従来、単年度制であったための不
都合を是正するため、基盤Cなど一部の種目にお
いて基金化され、複数年度にわたり継続した実験
計画を立案できるようになった事はきわめて大き
な進歩であると考えている。本アクションプランに
おいて提唱されているように、この基金化を全て
の種目に拡げる事は強く望まれるところであり、是
非推進していただきたいと考える。

従来、科学研究費が単年度制であったため、複数
年度にわたる研究計画をたてる事がこんなんで
あった。研究の手法は、時代とともに複雑化し、短
期間で結論を出す事ができない内容も増えている
のが現状である。また、外注などを考えた場合、
複数年度にわたる契約ができない事もきわめて不
便である。特に、年度終わりごろに新たな実験計
画をくむ事ができないため、その分の予算を短期
間で決着できるような内容の計画に振り分けると
いったこともせざるをえなくなり、事実上、無駄が
生じていることも事実である。単年度制を排する
事ができるのであればおそらく多大な無駄を省く
事ができ、科研費の有効的活用が期待できる。

○

28 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞
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イ－５

115
団体
職員

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

糖尿病の合併症に対する種々の研究は、積極的
に進めるべきと考えます。具体的な研究対象とし
て、病態の解析、治療方法の開発のみならず、リ
スク因子を探索する疫学研究が考えられる他、適
切な治療法の選択を行うためのバイオマーカーの
検査キットの同時開発が必要と考えます。

糖尿病の合併症は網膜症等により生活の質を著
しく低下させるため、日本における社会・経済活動
を低下させるほか、治療の長期化に伴い保険医
療を圧迫する可能性があります。このことは、現
在の世界を先導するための活力を低下させるの
みならず、数十年先の世界的な地位の低下を招く
可能性もあります。
これらを防ぐため、疾病の予防及び治療方法の開
発、並びに発症した場合に早期に検出可能な、ま
た適切な治療法を選択するためのバイオマーカー
を開発、バイオマーカーと治療方法の同時開発を
積極的に進めるべきと考えます。

○

116
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

東日本大震災による東京電力福島第一原子力発
電所の事故を受けて、エネルギー政策、原子力政
策の見直しを行うのは当然であるが、現在の核分
裂反応を利用した原子炉とは原理が異なる核融
合については、その特徴を正確に理解した上で、
議論を行うべきである。固有の安全性を有する核
融合は、将来の基幹エネルギーとして期待される
ものであり、国際約束で進めるITER計画等は着実
に実施すべきである。

核融合炉は、原理的に暴走しないという固有の安
全性を有し、高レベル放射性廃棄物が発生せず、
崩壊熱も少なく除熱しやすいため環境問題、エネ
ルギー問題を抜本的に解決できる将来のエネル
ギー源になることが期待される。早期実現のため
には、国際約束で進めるITER計画等を着実に実
施する必要がある。

○

117
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

糖尿病の合併症とくに心筋梗塞、脳梗塞を代表と
する動脈硬化性疾患の発症および進展を予知す
る鋭敏な指標の開発が必須と考えます。

糖尿病患者の動脈硬化性疾患発症率は非糖尿
病患者の数倍に達するものの、血糖、血圧、脂質
に対するある一定レベルまでの介入による発症抑
制効果も大きいことが知られている。動脈硬化の
程度を調べる最も客観的な指標のひとつが冠状
動脈血管内超音波法（IVUS）であるが、これを用
いた日本の臨床研究（JAPAN-ACS、COSMOS）
では、糖尿病患者に対する脂質低下治療が動脈
硬化進展抑制・退縮に貢献できないことが示さ
れ、既存の指標では糖尿病患者の動脈硬化性疾
患を予知できないことが明らかとなった。

○

118
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

（２－２－２）政策課題「災害から仕事を守り、創
る」に関する重点的取組
【地震】● 産業施設の火災等の二次災害防止機
能の強化　について

・非常に重要な課題だと思うが，単に設備的な問
題だけでなく，産業施設を保有する組織のあり方
や安全文化にまで踏み込んだ機能強化が必要で
ある。

・原子力発電所の事故が示すように，設備はあっ
ても，災害を想定し，常に機能を確保できるように
していなければ，意味がない。こうした機能は，安
全について考える組織のあり方や安全文化によっ
てはじめて担保できるものであるため，設備的な
機能強化だけでは不十分である。

○

29 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞
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イ－５

119
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

科学技術の力を十分に活用し、人々が「安全」に
かつ「安心」して暮らせる街や生活を創っていくこ
とが重要であることから、「目指すべき社会の姿」
を以下のように、「より安心して」、「より安心な」を
それぞれ追記すべきと考えます。

 ○東日本大震災からの復興・再生を遂げ、地域住
民がより安全に、より安心して暮らせる社会

 ○東北地域の復興・再生をモデルとして、より安
全、より安心な、かつ豊かで質の高い国民生活を
実現する国

科学技術が国民の「安心」に結びつくことが大切
であり、科学技術の力を十分に活用し、人々が
「安全」にかつ「安心」して暮らせる街や生活を創っ
ていくことが重要であるため。

○

120
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

今回の震災で、例えば、カルテ（紙/電子両方）が
紛失、５０万冊以上の教科書が流失、戸籍データ
が役所ごと流失などデータのバックアップの重要
性がクローズアップされました。
このことを踏まえ、災害時においても、社会生活に
必要な情報は安全に保管されている必要があると
考えます。
よって、（２－２－４）政策課題「災害からモノ、情
報、エネルギーの流れを確保し、創る」の【地震】と
【津波】の共通的な重点的取組として、以下を追加
するのが適当ではないでしょうか。

●社会生活に必要不可欠な情報の地震／津波災
害時にも耐えうる安全な保管

原案では、建物の耐震性以外は、地震・津波の発
生後に取組むべきことを中心に書かれているが、
情報逸失の様々な問題は重大な問題であり、これ
についても、地震・津波の発生時に備えた取組が
必要である。

○

121
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

「糖尿病等の生活習慣病の合併症に特化した予
防、診断、治療に関する研究開発」は是非推し進
めるべき課題と考えられる。またこれを推進する
上では、糖尿病やその合併症の発症のメカニズム
にかかわる狭い領域のみならず、医療情報を活
用した疫学的な研究、発症にかかわるゲノム情報
の研究、さらに疾病管理プログラム等による実効
性の高い効率的な医療体制の提案など総合的な
取り組みを行うことに期待したい。

高齢人口の拡大がこの先十数年間は避けられな
い日本において、対策を講じないと未だ十分満足
のいく治療法が確立されていない糖尿病を含む生
活習慣病およびその合併症の増加もまた避けら
れないこととなる。
それを防ぐためには単に糖尿病が発症してから対
処療法的に血糖のコントロールのみをするのでは
なく、予防から治療・評価にいたるまで制度、診断
機器、治療薬を含めた総合的な対策を行い、患者
QOLの向上を図ることが重要である。

○

122
会社
員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

復興・再生計画全体の内容と時間軸との整合性を
考慮し、さらに実現・運用のコストも考慮したうえで
有効性を吟味し、有用性の高い防災復興技術に
重点投資することが必要

内容は細かく具体的であるが、研究開発・技術開
発の要素が乏しいものや科学技術予算で実施す
ることに違和感を感じるものが多数含まれてい
る。災害対応や復旧再生というテーマでは様々な
研究開発テーマが考えられるが、重点化は今回
の災害の復興・復旧に向けて有用なものに絞って
行うべきではないか。

○
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６．そ
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平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

123
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,３．
グリーン・イノ
ベーション ,４．ラ
イフ・イノベー
ション ,５．基礎
研究の振興及び
人材育成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

全般的に言えることであるが、行動計画である「重
点的取組」において、具体策の肉付けを行い、目
標達成への道筋を示すべきである。

全般的に内容が抽象的で、行動計画であるべき
「重点的取組」が具体性を欠いている。例えば、「V
基礎研究の振興及び人材育成の強化」の「２－１
世界トップレベルの基礎研究の強化」において、
世界トップレベルの基礎研究や独創的研究の強
化への道筋が具体的なアクションプランとして示さ
れておらず、また、世界最先端の研究拠点形成を
誰がどのように進めるのか不明である。

継続型基礎研究に適した評価基準
や、このような基礎研究には同一研
究室からの後継を積極的に認めるな
どの、継続型基礎研究の振興のため
の施策を講じる必要があると考え
る。

基礎研究には、例えば「菌の収集」
のような継続こそが重要な基礎研究
が存在する。近年、成果を指標とし
た評価基準や、退官した教授の後継
に他所から教授を招聘する例が一般
的となり、継続型基礎研究が危機に
瀕しているため、早急に対策を講じ
る必要がある。

○ ○ ○ ○

124
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

基礎研究の振興及び人材育成の強化には全面
的に賛成である。現在のような震災を経験し将来
への取り組みが問題となる状況で、国民が最も重
要と考えるものが将来の日本の基礎科学の力を
育てることである。そのために重要なのは中等教
育、高等教育の質を上げることである。大学等の
基盤経費を充実させ、教員の研究教育の時間を
保証すること、優秀な学生を経済的に支援し十分
な研究時間を保証することが重要である。

現在の研究の先端を支援することは重要である
が、将来の人材を考えるときに、十分な基礎科学
の力をもった学生を増やしていくことが重要であ
る。震災にあたってどのような行動をすべきかとい
う判断力は、論理的な基礎科学の上に培われるも
のである。過去は高かったが、現在の日本の基礎
科学の教育のレベルは、国際的にみて低いもの
になってしまった。

国家が本当に必要な基盤的な経費、
人員を削っていって、目立つものに
投資する考え方は、論理的に考える
と、破綻するのは目に見えている。
企業であれば、人材の育成および継
続を必ず考えて、そのための経費を
削っていったりはしない。目立つ分野
は、実際には企業連合のようなもの
に任せるべきである。国が行うのは
基礎研究と教育・人材育成であるべ
きだ。

人材を育成してきたかどうかは、何
十年かの国の動きをみれば、わかる
ことである。論文被引用数とか、有名
な賞を得たかということとは異なる。
人材の育成自体を評価する指標が
難しいということは、国の施策として
しか行いえないということである。

○

125
会社
員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

エネルギーの創出・利用効率化に直結する技術
開発については網羅されているが、それらを支え
る材料・デバイス・情報通信などの基礎・基盤的な
研究開発に幅広く力を入れる必要あり。

創エネ、蓄エネ、省エネに関する多くの機器の効
率は、それを支える材料・デバイスなどに依存して
おり、これらの飛躍的改善に向けた研究開発を地
道に続けていかないと中長期での日本としての技
術的優位性は保てない。また、基礎基盤的な研究
は、応用研究と異なり成果の予測がつきにくいも
のであるため、過度に重点化せず、ある程度多様
性をもった取り組みを行うことでリスクを軽減する
必要があると考える。

○

126
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

基礎研究を支える科学研究費補助金の基金化を
謳っている本アクションプランは大変賛同できるも
のである。是非とも強力に押し進めていただきた
い。科研費の全ての種目、さらに将来的に競争的
資金の多くを基金化することは我が国の基礎研究
の推進にとって大変重要なことである。

研究は計画通りに進むとは限らず、常に実験結果
を見つつ方向性を修正することが求められる。そ
のような柔軟な対応の必要性にもかかわらず、こ
れまでの単年度会計制度は研究遂行のための大
きな障害となってきた。今般、科研費の一部が基
金化され、年度の枠を越えた執行が可能になった
ことにより、貴重な税金である研究費と大変効率
よく執行することが可能になった。そのことは、最
先端プログラムの遂行状況を見ても明らかであ
る。

日本が安定的に発展するためには
基礎研究の充実が欠かせない。基
礎研究を支えるのは研究者の自由
な発想である。今後も、研究者の自
由な発想を基にしたボトムアップの
基礎研究の支援を拡充すべきであ
る。

基礎研究なしに国民に役に立つ技術
開発は困難である。政策的に必要な
テーマでも研究者の自由な発想を抜
きにして研究成果を挙げることは難
しい。従って、基礎研究の拡充なしに
開発研究のみを進めることは困難と
考える。まずは基礎研究の充実こと
が我が国の科学・技術の発展に最も
肝要であると考える。

○

127
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション ,４．ラ
イフ・イノベー
ション ,５．基礎
研究の振興及び
人材育成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

全体の方向性は良いが，出口指向であり製造プ
ロセス・評価技術等の日本が世界に誇る基盤科
学技術の強化策が弱い．例えば，この領域の研
究センターを設置・強化する等のプランの改善が
必要である．

アクションプランの目標は良いが，その目標を達
成するためには製造プロセス・評価技術等の強化
が必要である．日本に急速に追いつきつつある韓
国，台湾等ではこの部分に非常に大きな資金と人
材を投入して成果をあげている．今後の日本が繁
栄し続けるためには，あらゆる製造業の基盤を飛
躍的に強化し，他国との区別化をはかる必要があ
る．

○ ○ ○
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１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

128
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

原子力発電に変わるエネルギー源として、長期的
視野に立った安全でクリーンな次世代エネルギー
開発としての核融合開発を推進すること。また日
本が長期的に国際協力でイニシアチブを発揮し核
融合研究開発をしていくための人材育成に予算を
付けてください。

現状では日本における原子力発電所の新規建設
は不可能であると考えられます。より安全でクリー
ンで将来的に持続可能なエネルギー源の創出は
急務であり、今こそ、核燃料サイクルを基本とした
政策から核融合開発を中心とした政策にシフトす
べき時だと思います。20年～30年先を見越した人
材育成計画を同時に行っていく事が研究者育成
のみならず、放射線や放射性物質などの基本的
な知識を国民に正しく理解してもらう良いきっかけ
になると思います。

科学技術を担う人材教育にはより力
を入れるべき。

現在の科学教育では放射線や放射
性物質に対する正しい知識が国民に
行き渡るとは思いません。当然、政
治家ですら正しい科学知識を持って
いるようには見えません。正しい知識
のない人が正しい判断を出来ない事
は明白であります。このような状態で
はデマや疑心暗鬼に踊らされること
が今回の事でも明らかです。多少難
解でも正しい知識はきちんと教育し
ていく事こそが大切です。

○ ○

129
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「目指すべき社会の姿」を、「東日本大震災からの
復興・再生を遂げ、地域住民が安全に、かつ安心
して暮らせる社会」、「東北地域の復興・再生をモ
デルとして、より安全・安心に、かつ豊かで質の高
い国民生活を実現する国」とすべきである。

今回の震災の影響を踏まえれば、今後の科学技
術イノベーション政策を推進する上で、数値的
データに基づく国民の「安全」の確保のみならず、
国民が「安心」して暮らすことのできる社会の構築
までを視野に入れることが極めて重要である。
よって、「安全」に加え、「安心」というキーワードを
「目指すべき社会の姿」の中に盛り込むべきであ
る。

○

130
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「災害から命・健康を守る」の「地震」について、
「地震予測シミュレーションの高度化」、及び「ライ
フライン（電気・ガス・水道）、あるいは道路、空港、
港湾等の社会インフラの強靭化」を追記すべきで
ある。

地震による被害の防止・軽減のため。 ○

131
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

被災地を特区として被災者に電子被災者カード
（被災者向けの個人番号カード）を発行し、本人確
認の仕組み、セキュリティ・プライバシーの確保、
匿名化技術等、「税・社会保障の共通番号制度」
で想定されている個人番号制度の機能検証を前
倒しで実行することが求められる。また、より確実
な本人確認を行うために、個人番号と生体認証を
組み合わせた方法も検討すべきである。

医療・介護等における被災者の円滑かつ継続的
な支援を実現するため。

○

132
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「災害から命・健康を守る」の「津波」について、
「津波予測シミュレーションの高度化」、及び「津波
監視システムの高度化」を追記すべきである。

津波による被害の防止・軽減のため。 ○

133
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「災害から命・健康を守る」の「放射性物質による
影響」について、「原子力発電の安全性向上に資
する研究開発の促進」を追記すべきである。具体
的には、放射線モニタリング、放射性廃棄物・汚
染水の除去・処理・処分に関する研究開発、ま
た、廃炉まで視野に入れた災害ロボットの研究開
発・実用化が求められる。

今回の原発事故を受け、国民が安全にかつ安心
して暮らせる社会を築くためにも、原子力発電の
安全性向上に資する研究開発を促進することが
重要。

○
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興・再
生

３．グ
リーン
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礎・人
材
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イ－５

134
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

放射性物質については、放射線種類、半減期、体
内蓄積、日常浴びている放射線の量等の基礎的
情報について分かりやすく示すことが重要である
ことから、「放射性物質に関する基礎的情報の確
実な公開」を追記すべきである。また、風評被害
の防止等に向け、有識者による判断差の無い基
礎的情報と、有識者間でも意見差の大きい過去
データに基づく判断情報の区別を明確化すること
が求められる。

風評被害等を防止するには、情報の公開が重
要。

○

135
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「ものづくり中小企業の事業継続性支援」を追記
すべきである。ものづくり中小企業が災害に見舞
われたときに備え、ものづくりのための基本情報
のバックアップ等による緊急時の代替生産、迅速
な事業再立ち上げのための技術の研究開発を推
進する必要がある。また、特に中小企業について
は、災害時のみ他企業と緩やかな連携が取れる
ような仕組みを行政レベルで事前に検討しておく
ことも検討すべきである。

製造業のサプライチェーンを強化するためにも、
部品製造において重要な役割を担う中小企業に
対し、災害時におけるバックアップする体制を整備
すべき。

○

136
研究
者

６．その他
改善・見直しを
した上で推進
すべき

アクションプラン（以下「AP」と記す。）は昨年度か
ら始まったが、これが実効性を持つためには、昨
年度のAPの成果を検証し、残された課題があれ
ば真摯に取り組むことが必要である。平成23 年
度のAPでは、「グリーン」「ライフ」「競争的資金」の
3つが柱であった。APでは、「費目構成の統一化」
「繰越手続きの簡略化・弾力化」「費目間流用ルー
ルの統一化」「実績報告書の提出期限の延長」
「研究費の合算使用」「申請書・報告書フォーマット
の統一」「研究資金で購入した装置などの効率的
利用」「研究者の公募時期及び交付時期の早期
化」がテーマとされ、ロードマップも明記されたもの
の、多くが道半ばの状態であり、手つかずの項目
もあると承知している。ロードマップで「TFで検討」
とされている事柄もあるが、TF は昨年6月以降、
一度も開催されていない。今後のAPが実効性を
持つためにも、昨年度の検証をすること、また、残
された課題に継続的に取り組むことを明記するべ
きである。

昨年度APの「競争的資金の使用ルール等の統一
化及び簡素化・合理化」は、研究者が長年に渡り
機会あるごとに改善を求めていた内容が結実した
ものであり、一部の制度の改善でなく、研究制度
を俯瞰した形での簡素化や合理化を目指したもの
であった。科研費の重要性は述べるまでもない
が、現状では、それ以外の多くの制度が、命題を
持つ欠かせないものとして科研費を補完するよう
にして存在しており、それらのルールが統一的に
改善されることは、研究成果を高める上で必須で
あり、しかも予算増を伴わずにすむ効果的経済的
な方法でもある。一方で、制度・事業が乱立しない
よう、省庁間の枠を超えて類似制度の統合を図る
ことも、ルールの統一にも繋がることから、並行し
て検討すべきである。パブコメ案では、「その他の
競争的資金についても、第4 期基本計画の方針
に従って、複数年度に渡る執行を可能とする等の
制度改革を検討する。」程度の曖昧な記載しかな
い。先にも述べたように、昨年度から積み残され
ている課題が多く存在しており、実効性を担保す
るためにも具体的で詳細な記述を求めるものであ
る。

○
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５．基
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平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

137
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

アクション・プラン案として、総合科学技術会議が
最優先課題として考える重点対象、１）復興・再生
ならびに災害からの安全性向上、２）グリーンイノ
ベーション、３）ライフイノベーション、４）基礎研究
および人材育成の4つを掲げたことに敬意を表し
たい。全体の構想には賛成である。ライフイノベー
ション、基礎研究および人材育成については、以
下に示す通り、コメントがある。

今年は東関東大震災という未曾有の出来事に対
する国を挙げての対応（重点対象）が必要である
ことは当然である。ライフイノベーションについて
は、政策課題として、１）先進医療の推進による発
症率の低下、２）がん、生活習慣病治療率の向
上、３）身体・臓器機能の代替・補完、４）優れた医
療技術、４）介護・自立支援、を掲げており、いず
れも健康を’守る’立場の施策と見ることができ
る。一方、これからの日本を背負う子供や青少年
に対する教育、青少年、成人が文字通り心身とも
に健康で豊かな生活を送るための文化・厚生施設
や活動の充実が盛り込まれるべきである。

「基礎研究および人材育成」を新たな
重点対象として盛り込まれたことに
敬意を表する。
アクションプランの策定プロセスにつ
いて、透明性を高め、幅広い分野の
意見が集約されると共に、専門家に
よる将来我が国の在り方を見据えた
立場からの意見も踏まえて、最終的
に決められるシステムの構築を希望
する。現在はこの点で十分とは言え
ないと考える。

「基礎研究および人材育成」は、資源
に乏しい半面、高い科学・技術に基
礎をおく豊かな社会を目指すべき将
来のわが国のあり方を考えると、第
一に支援すべき分野である。また、
青少年の教育（学校と社会）、文化・
厚生施設と活動の充実についても同
様に、豊かで活力のある社会を築く
上で欠くことができない。

○ ○

138
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

重点的取組について、直ちに成果が約束できるも
のが具体的に提示されている一方、開発に中長
期の時間がかかるが、効果的な成果をもたらすた
めには、もうほとんど時間がない課題について
は、一顧だにされておりません。エネルギー環境
問題は今後、中長期的な時間スケールでどんど
ん深刻になることは確実であり、抜本的な解決策
をもたらす核融合や宇宙太陽光発電などの研究
を、緊急の取り組みと合わせて加速すべきである
と考えます。

エネルギー・環境問題に加え、震災と原発事故に
よって、たとえ一時的であっても直ちに結果をもた
らす課題に政治判断によって重点的に取り組むべ
きであると思います。まず、出血を止めないといけ
ないことと同じです。一方、これらの深刻かつ緊急
の問題に対する取組を補うものとして、核融合や
宇宙太陽光発電などの真に革新的な科学研究開
発を今、加速しないと、深刻さを増す世界規模の
エネルギー・環境問題に間に合わなくなります。

○

139
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

（II．復興・再生並びに災害からの安全性向上につ
いて）
物質的な生活支援や復興支援に加え、子どもや
高齢者を中心とした　心のケアも考慮していただ
きたい。

「災害から命・健康を守る」という政策課題が設定
されているが、震災から真に復興するためには、
体の健康はもちろんのこと、心の健康も重要であ
ると考えられる。これまで精神医療を受けてきた
方のストレスによる症状の悪化なども起きてくる。
目には見えない心の被災の実態調査や、精神医
療サポート等の面でも、大学の研究や医療が貢
献できることがあると考えられる。

○

140
団体
職員

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

２－１　政策課題「ライフイノベーション「先制医療
（早期医療介入）」の実現による発症率の低下」に
ついて：先制医療はこれからの医療を先取りする
もので、強力に推進すべきである。そのために、ゲ
ノムコホート研究、バイオマーカー探索に対して産
学官連携して戦略的に取り組む必要がある。ま
た、これらの研究から医薬品等医療技術の開発を
促進するためには、レギュラトリーサイエンスの推
進が欠かせない。各種基盤整備の中で、特に医
療情報データベースと基礎のライフサイエンス
データベースを統合したデータベースの早期構築
が必要である

国民QOLの向上および医療費抑制の観点から、
先制医療は極めて有効な選択肢である。各種疾
患についてゲノムコホート研究、バイオマーカー探
索の成果を基に先制医療を実践するには、レギュ
ラトリーサイエンスが重要であるが、医療情報の
データベースが未整備である現状を改善しないと
先制医療の達成は困難である。

○
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イ－５

141
その
他

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

（III．グリーンイノベーションについて）
本アクションプランのグリーンイノベーションでは、
エネルギー問題が中心に取り上げられているが、
グリーンのなかに環境問題も同様に重要なものと
して取り上げるべきである。

クリーンエネルギーの開発や利用は、今後の日本
社会のあり方を考える上で、非常に重要な課題で
あるが、現時点ではコストがかかる点に問題があ
る。そうした点から、発展途上にある東アジアの近
隣諸国においては、未だ化石燃料に頼らざるを得
ないという現実がある。これらの発展途上国から
発せられる環境汚染物質が、国境を越えて飛来
するという環境問題もまた、忘れてはならない重
要な問題である。こうした問題を科学的に評価す
る上でも，長期的な観測体制の整備は極めて重
要である。

○

142
会社
員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「人材の育成」を目的とするならば、優秀な若手研
究者の早期の自立を促すような大学の研究開発
体制の改革が必要ではないか。
「独創的で多様な基礎研究の強化」を政策課題と
してあげるなら、独創的な「国内外で同様の研究
がなされていない」ようなテーマを研究課題として
選定することをより重視すべきなのではないか

若手の人材育成を促進する上での大きな障害の
一つに大学内の仕組みがあるのではないか。
「独創的で多様な基礎研究の強化」の政策課題に
対応する「重点的取り組み」が課題解決につなが
る内容になっていない。競争的資金の運用の柔軟
性、審査制度、国民への情報発信も重要だとは思
うがこの政策課題に沿ったものにはなっていな
い。「独創的で多様な基礎研究」に多くのリソース
を割り当てることこそがこの政策課題では重要

○

143
その
他

４．ライフ・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

（IV．ライフイノベーションについて）
自閉症やストレス・睡眠障害のような社会的な精
神疾患問題も取り上げるべき。

うつ病、認知症が重点的取組に取り上げられてい
るが、自閉症のように短絡的な治療の対象となら
ないながらも、社会への影響が大きい疾患につい
ても考慮が必要である。また、ストレスや睡眠障害
についても、社会的な影響が大きく、重点的取り
組みが求められる。

○

144
会社
員

４．ライフ・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

(1) 再生医療はiPS細胞技術だけでなく間葉系幹
細胞の活用や細胞シート技術、さらにはそのデリ
バリーに用いる医療機器にも言及していただくこと
を希望します。また、ベンチャー支援にも言及して
いただくことを希望します。実用化段階で国民感
情が障害とならぬよう、国民との情報共有にも努
めていただきたいと思います。
(2) ライフイノベーションに対する取組みは、基礎
的・長期的になり、その成果が見えにくくなる可能
性が高いと思います。5年後/10年後のあるべき姿
（中間マイルストーン）を設定し、産業化に向けた
実効性のある計画とすることを希望します。

(1) 間葉系幹細胞や細胞シートを用いた再生医療
は、既に臨床研究が始まっており製品化が近いと
思います。その実用化には細胞のデリバリーを行
う機器や手技の並行した開発が望まれるます。
(2) 本アクションプランは、施策の方向性を示し政
府全体の科学技術予算の重点化を誘導する事を
目的としているので、基礎研究に加えて産業化を
推進する強い意志の表現を希望します。

(1) ライフサイエンス研究領域は、各
省庁の基本計画が最も重複していま
す。国としての調整が重要だと考え
ます。

○ ○
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イ－５

145
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

（V．基礎研究の振興及び人材育成の強化につい
て）
「科学技術イノベーションの推進を担う人材育成の
強化」を新たに追加し、その重点的取り組みとし
て、「高度な人材育成の中核を担う大学における
教育研究基盤の充実強化及び各大学の特色を活
かした教育研究プログラムへの支援」を記述す
る。

Vのタイトルは「基礎研究の振興及び人材育成の
強化」とされている　が、原案では政策課題として
「世界トップレベルの基礎研究の強化」と「独創的
で 多様な基礎研究の強化」しか挙げられておら
ず、タイトルの二本柱である「人材育成」に係る政
策課題が欠落している。したがって、人材育成に
係る政策課題を新たに追加する必要がある。ま
た、科学技術イノベーションの推進を担う高度な人
材育成の中核的役割を担うのは、言うまでもなく
一定の教育 研究能力を有する大学であり、これら
の大学における施設設備等基盤の強化や特色あ
る教育研究プログラムへの支援を充実させていく
ことが必要である。

○

146
団体
職員

４．ライフ・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

２－３ 政策課題「身体・臓器機能の代替・補完」：
「iPS 細胞研究」に目が向きがちだが、その基礎と
なる「ES細胞」および「体性幹細胞研究」について
も予算等について適切な配分を行い、バランスの
とれた資源配分により、実用化に最も近い方策と
なるようにすべきである。1日も早く成果を待ち望
んでいる患者さんに研究成果を実用化し届けられ
るように、産学官の連携を進めるべきである。

「ES細胞」および「体性幹細胞研究」の研究の重
要性が過小評価されている印象がある。

ここに書くべきことではありません
が、入力システムが使いにくい。
二つ目の意見を入れるときに、大変
です。

○

147
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

（V．基礎研究の振興及び人材育成の強化につい
て）
アクションプランで取り上げられている競争的資金
執行の柔軟性向上については、研究者が研究を
円滑に進める上で非常に効果的と考えられる。人
件費についてはエフォート管理を行えば合算もで
きるように、研究費の使用期間以外の柔軟性も是
非考えていただきたい。

若手研究者が人を雇えるような大きな研究費は限
られており、これが、若手研究者が独立した研究
チームを作ることが困難となる原因のひとつとなっ
ている。

○

148
団体
職員

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

２－４ 政策課題「優れた医療技術の開発促進」
（p21）：
「レギュラトリーサイエンスに基づく医薬品・医療機
器等の新たな予見可能性の高い評価方法の開発
（新規）」の施策の実施に当たって、革新的な医薬
品・医療機器の開発のためには、規制当局、アカ
デミア、産業界が早い段階から連携して研究・評
価を行い、客観性の高い評価系を作成することが
必須である。そのための場の創設が必要で、それ
をベースに実際の審査・規制を構築するためのシ
ステム作りも必要である。

革新的な医薬品等であればある程、日本では開
発が難しく、手足を縛られた印象がぬぐえない現
状がある。

○
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＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞



 平成24年度アクションプラン案に対するパブリックコメント一覧 平成23年7月14日

ご意見の対象と
なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

149
会社
員

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

政策課題２－２を「分散エネルギーシステムの拡
充・革新」とし、（２－１）の重点的取組の内容を「コ
ジェネレーションや廃熱利用によるエネルギー利
用効率の向上」とする。

再生可能エネルギーに対する政策は必要ではあ
るが、現在の未利用資源である低温廃熱の有効
利用を促進する必要がある。工場等で排出される
120℃以下の廃熱は膨大な量であり、ヒートポンプ
等により、工場で使用するスチームに変換するこ
とや火力発電所での廃熱利用等、排出している場
所での有効利用を促進し、エネルギーを創出させ
ることにより、省エネルギーを図るることが、分散
エネルギーシステムの革新となり、日本の産業界
の国際競争力の強化に繋がるものと考えるため
である。

○

150
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

（V．基礎研究の振興及び人材育成の強化につい
て）
基礎研究の振興を考える上でも、競争的外部資
金に間接経費をつけるよう再考を願いたい。

近年、減少する運営費交付金の代わりに、競争的
外部資金の間接経費が大学運営に寄与する割合
が高くなってきているが、昨年来より外部資金に
間接経費をつけない傾向が始まり、このままでは
教育研究の振興に支障をきたしていくことが予想
される。アメリカでは、競争的資金の3割～5割程
度が間接経費として大学に入り、大学の教育研究
を下支えしている。プログラムの管理費として限定
された資金のみでは、効果的かつ総合的な大学
運営はできないと考えられる。

○ ○

151
団体
職員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

２－１ 政策課題「世界トップレベルの基礎研究の
強化」：

「国際研究ネットワークのハブとなる研究拠点を形
成する」と「各研究領域の論文被引用数で世界上
位50 位以内に入る研究教育拠点を100 以上構築
する」は、資源が限られた中で両立は難しいと思
われる。グローバルな競争の中でのイノベーショ
ンを考えると、少なくともここ数年間は資源の分散
は避け、前者に注力して ２～３の拠点に集中投資
すべきではないか。

「国際研究ネットワークのハブとなる研究拠点を形
成する」ことは喫緊の課題である。

○

152
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

今回の原子力発電所の震災による事故は、深刻
に受け止めるべきであり、エネルギー戦略の見直
しを行うのは当然である。その際に、既存の化石
燃料系の改善、風力・太陽光に代表される再生可
能エネルギー、多様な分散型のエネルギーの導
入しつつ、技術革新へと発展させていく方向性は
正しいと思う。しかし、さらに長期的な展望にたっ
たときに、基盤エネルギーとして化石燃料に頼り
すぎるのは大きな問題が有り、また、太陽光や風
力の導入も限界がある。これらを勘案したときに、
革新的な基盤エネルギーの開発が長期的には必
要であり、それを期待できる一つがプラズマを利
用した人工太陽とも言える核融合エネルギー開発
であり、これを積極的に推進すべきである。

現在国際熱核融合実験炉が建設の段階で実用
化についての確実な見通しが必ずしも得られてい
ないとの意見も有るが、この長期的なグリーンイノ
ベーションは、将来の世界の需要を確実に支える
力を持った真の基盤エネルギーのイノベーション
となるものであり、資源の無い日本にとっても、海
水が資源となる極めて魅力的な未来エネルギー
であり、核とつくだけで、核分裂と同様な見直しを
するのではなく、その安全性、環境保全性が極め
て優れたプラズマ・核融合エネルギーをむしろ、積
極的に推進すべきである。核分裂炉の導入を廃
止したドイツでも、核融合エネルギー研究には積
極的であり、日本においても、是非、より積極的な
研究開発を継続すべきである。

○
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１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

153
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,６．
その他

改善・見直しを
した上で推進
すべき

（II．復興・再生並びに災害からの安全性向上につ
いて）
物質的な生活支援や復興支援に加え、子どもや
高齢者を中心とした　心のケアも考慮していただ
きたい。

「災害から命・健康を守る」という政策課題が設定
されているが、震災から真に復興するためには、
体の健康はもちろんのこと、心の健康も重要であ
ると考えられる。これまで精神医療を受けてきた
方のストレスによる症状の悪化なども起きてくる。
目には見えない心の被災の実態調査や、精神医
療サポート等の面でも、大学の研究や医療が貢
献できることがあると考えられる。

グリーンイノベーションとライフイノ
ベーションの融合領域も取組みとし
て忘れてはならないのではないか。

例えば環境汚染物質は健康被害を
引き起こすという点から、グリーンイ
ノベーション（環境）とライフイノベー
ション（健康）の融合領域の問題と言
うこともできる。グリーンとライフの領
域を区切ってしまうことで、こうした融
合領域を取りこぼす恐れもあることを
指摘したい。

○ ○

154
会社
員

６．その他 その他

高い科学技術力を有する国として、世界中の有力
企業・大学・研究所等と日本の企業・大学が組ん
で、グローバルな課題の解決に挑戦する大きな研
究開発テーマを立ち上げるべきではないか

日本に優秀な研究者を集めるための魅力として、
また研究開発成果のグローバルな展開の際の産
業構造を産業界として最初から考慮するために、
研究開発プロジェクトとして徹底的にグローバルを
意識したものを考えるべきと考える。

○

155
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,３．
グリーン・イノ
ベーション ,４．ラ
イフ・イノベー
ション ,５．基礎
研究の振興及び
人材育成の強化
,６．その他

その他

ライフにせよ、グリーンにせよ、去年のアクションプ
ランの成果を検証すべき。
競争的資金については、道半ばで事実上頓挫し
ており、アクションプランそのものの実効性が問わ
れている。
少なくとも、震災からの復興のために科学技術の
果たすべき役割は無視できず、その観点では、ア
クションプランの実効性を担保すべきであり、昨年
度のアクションプランの真摯な検証及び未着手の
課題への対応を望む。
また、ライフイノベーションは今回の震災を受け
て、相対的に果たす役割が低下しているはずであ
り、資源の効率的な配分の観点からも、内容を盛
り込みすぎるべきではない。

過去の検証さえできないのであれば、総合科学会
議そのものの存在意義さえない。その予算や、各
省が総合科学技術会議との調整に要する費用を
科研費に積み増しした方よっぽど科学者にはメ
リットが大きい。ライフイノベーションは某議員の意
向が強く働きすぎである。

○ ○ ○ ○ ○

156
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「災害から住まいを守り、造る」について、個人に
とって住居が大事である理由の一つは、そこにあ
る個人資産（預金通帳、印鑑、アルバム等思い出
につながるもの）が大事だからである。クラウド技
術の活用等により、こうした個人資産を守る仕組
みを構築する必要がある。

ＩＣＴの活用により、個人資産の安全保存・バック
アップ体制を構築すべきである。

○

157
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「災害からモノ、情報、エネルギーの流れを確保
し、創る」について、「ＩＣＴインフラの強靭化及びＩＣ
Ｔ利活用の推進」を追記すべきである。具体的に
は、戸籍等の住民データのバックアップシステム
の構築、非常時における情報伝達手段の多様
化、保険証やカルテの電子化・ネットワーク化、災
害予測シミュレーションや災害監視のためのリ
モートセンシング技術の高度化、高齢者にもやさ
しいＩＣＴツールの開発等が必要となる。

災害への対応に際し、ＩＣＴを有効活用すべきであ
る。

○
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リーン
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材

６．そ
の他
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イ－５

158
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「災害からモノ、情報、エネルギーの流れを確保
し、創る」について、今回の災害において、被災者
が最も必要としていた情報は家族等の安否確認
であったことを踏まえ、家族同士の安全な情報伝
達手段を日常からの情報交換手段として定着させ
ていく取組みを重要課題と位置づけるべきであ
る。また、今般、電力不足から発生した計画停電
において、実施面で多くの問題が露呈したことを
踏まえ、納得性のある計画停電の仕組みや技術
的課題の洗い出し、解決策の検討が必要である。

非常時に備え、多様な情報伝達手段を日頃から
確保しておく必要がある。

○

159
その
他

１．アクションプ
ランのねらい,２．
復興・再生並び
に災害からの安
全性向上 ,３．グ
リーン・イノベー
ション ,５．基礎
研究の振興及び
人材育成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

昨年度のアクションプランに、大震災からの復興・
再生を追加しただけとの印象が強い。
以前より気になっていたが、直面する原子力関連
に対する記述・方向性の訴えが希薄で、今次原発
事故を踏まえた、明確なメッセージ発出が必要で
はないのか。
ライフイノベーションについても、原発関連への言
及が必要。

行政、産業政策等を意識しつつ、科学技術政策を
展開することに異論はないが、本アクションプラン
は、「復興・再生」に偏り、科学技術政策として取り
挙げる必要性のないテーマが羅列されている。特
に、国家的重大課題である原子力関連に関する
記述は少ないのは、如何なものか。　筆者は再生
可能エネルギー推進論者ではあるが、当面原子
力なくして国が存立しえないと感ずる故。

我が国全体に漲る科学技術への不
信感、失望感を如何に払拭するか、
そのための人材育成や大学の役割
等に関して切り込む必要があるので
はないか。
”国民の人生観・価値観さらには生き
方にまで変革を迫っている”との記述
の割には、国家的危機に直面してい
るなかで科学技術が果たすべき役
割、社会への訴えかけが薄弱であ
り、結果として具体的アクションが判
然としない。

”鳥と卵”の議論かもしれぬが、経済
構造・社会構造・教育現場等が激動
する国家的変革期において、まず、
自由な研究と課題解決型研究とを峻
別し、予算的な重点化をはからぬ限
り、科学技術立国を実現する基盤が
崩壊する可能性がある。　産学官連
携等を標榜しつつも、実態的には、
小粒・近視眼的な研究に拘泥し、本
来の大学の機能が殺がれる一方、
金集め的な業務に翻弄されているの
が現実。

○ ○ ○ ○

160
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

このまま推進
すべき

p.9の重点的取り組みで「地震で倒壊したガレキや
崩れた土砂からのより迅速な人命救助」とありま
すが、人命救助のためには、まずは被害状況を迅
速、正確に把握すべきであることから、「地震被害
状況のより迅速、正確な把握」についても重点的
取り組みとして追加すべきと考えます。
また、同様な観点から、「発生した津波の情報のよ
り迅速、正確な把握」についても、「津波の発生状
況及び被害状況のより迅速、正確な把握」に修正
すべきと考えます。

災害対応としては、(1)まず災害そのものの発生状
況を把握し、(2)次に災害による被害の状況を把握
した上で、(3)迅速な人命救助を行うべきと考える
ことから、前述の通りの修正を提案します。

○

161
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,３．
グリーン・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「クリーンエネルギーの安定的供給」について、今
回の原発事故により、エネルギー政策の重点を原
子力発電から再生可能エネルギー等へシフトすべ
きとの世論が高まりつつある。しかし、発電量の約
３割を原子力発電が占めているわが国の現状に
鑑みれば、安定的なエネルギー供給と低炭素化
を実現するためにも、再生可能エネルギー等の研
究開発・実用化の促進のみならず、原子力発電の
安全性向上に資する研究開発及び実用化を併せ
て推進することが重要である旨、明記すべきであ
る。

安定的なエネルギー供給と低炭素化を実現する
ためには、再生可能エネルギーのみならず、原子
力発電の安全性を向上させ、活用することが重要
である。

○ ○
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イ－５

162
会社
員

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

昨年度からの継続であり、ロードマップに沿って、
本年度、科学技術戦略推進費で予算化された3億
円で3年後の大規模ゲノムコホート研究の開始に
向けて、オールジャパンで研究を進めるための、
しっかりとした体制作りを進めるべきである。特
に、「医療イノベーション会議」との間で政策の一
元化を図り、各省に具体的な施策の実行を求める
べきである。

医療イノベーション会議でも様々な施策が展開さ
れると思うが、オールジャパンとして進めていくに
は、方向性の一致が不可欠であると思う。

○

163
その
他

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

第４期科学技術基本計画では、基礎研究のみな
らずイノベーション創出までを視野に入れる方向
で議論が進められていることから、アクションプラ
ンにおいても基礎研究に限定するのではなく、応
用研究、実用研究を含め、イノベーション創出を意
図したものとすることが必要である。

基礎研究のみならず、イノベーション創出までを視
野に入れた取組みを推進する必要がある。

○

164
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

生活習慣病、がんなどの予防、治療に科学的根
拠に基づいたバイオマーカー探索することは、より
よい社会の実現の為に重要なテーマであると考え
る。また、国家の経済的な成長戦略を考えた際に
も国産での開発、実用化が望まれる。そのために
も、バイオマーカの探索・実用化に国産計測機器
を積極的に活用する産官学連携、異分野複合を
サポート・推進できるよう進めてもらいたい。

日本は個々の分野で優れた技術、水準を持って
いるが、産官学の連携、異なる分野間での共同研
究による優れた成果があまりないと思うから。外
国初の医療技術に依存することは医療費の増大
につながるから。

資源の乏しい日本が今後も国力を発
展・維持するためには科学技術の発
展無しには考えられない。また別に、
日本は四季折々の季節が有り世界
でも有数の自然が残されている国で
もある（残念ながら破壊されていく一
方であるが）。単なる科学技術の追
求・発展だけでなく、自然・地球環境
にも配慮・調和した科学技術を日本
は生み出せる環境にあるはずである
し、その使命を担っていると思う。もっ
と積極的・効率的に国策として新技
術立国を目指して欲しい。

○

165
会社
員

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

バイオマーカーについて記載しているが、H24年
度の取組みに関しては、具体的にどのような施策
を進めていくのか、読み取れないところがあるが、
直接的なバイオマーカー探索研究についても関係
省で具体的な施策を実施していただきたい。

バイオマーカーに関する研究は、今後、先制医療
に関して、非常に重要な研究である。一方で、バイ
オマーカーはゲノムコホート研究からのアプロー
チから見出すこともできるが、それだけでは不十
分であり、多面的なバイオマーカー探索が必要で
あると考える。

○

166
団体
職員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

V（２）重点的取組「競争的資金に関する執行の柔
軟性の向上、審査等の制度改革、国民への情報
発信の強化」：
適切な評価を行う前提として、これだけ財政が厳
しい中、貴重な税金を使わせてもらって研究して
いるということを、研究者にも自覚して研究してい
ただきたい。それをふまえて、研究開始時に具体
的な「到達目標と達成時期」を研究責任者に明示
させ、それを評価の指標として、研究の達成程度
を評価できるようにすべきと考える。

目指すべき『成果（目標）』の意味を研究者側から
国民に発信する努力が不足していると感じられ
る。特に、先を見据えた時間のかかる研究の場
合、どのようなステップを経てどのように進めるの
かというスケジュールがわかりにくく、評価もあい
まいになっている懸念がある。

○
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＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞
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イ－５

167
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

糖尿病等の生活習慣病の合併症に特化した予
防、診断、治療に関する研究開発は喫緊の課題
であり、是非推進すべきです。

肥満の増加と高齢化に伴って、糖尿病が増加す
るとともに、関連する生活習慣病が急増していま
す。特に現在では、複数の臓器機能異常を併発し
ている患者が大多数となっていますが、わが国で
は、このような疾病構造の変化に対応した研究重
点領域の策定がなされてきておりません。今後、
透析患者に代表される生活習慣病による合併症
によってますます社会的な負担が急増すると思わ
れますので、早急な対策が必要と考えます。その
一つとして、肥満と糖尿病を背景として同時に進
行する心血管疾患、慢性腎臓病、肝疾患等に関し
て、その発症メカニズムを明らかにするとともに、
バイオマーカーと新たな治療標的の同定、さらに
治療法の開発が強く求められています。強力に推
進すべき課題と考えます。

○

168
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

高齢社会の先進国である日本にとって、本アク
ションプランの政策課題と重点的取組は、それぞ
れに重要であると思う。その推進によって、今後
益々増大する国民医療費の効率的支出に寄与す
る研究成果、具体的には、予防、診断、治療、介
護等に有用な製品・方法を数多く創出してほしい。
そのことが日本における輸出産業力の強化に繋
がればよいと思う。

特に、患者数および予備軍の多い生活習慣病の
合併症に特化した予防、診断、治療に関する研究
開発に関しては、病態の進展に伴いQOLの悪化
が際立つこと、生活改善の動機づけにより予防が
可能であること、さらには、医工連携の研究成果と
しての製品化が早期に見込まれる分野であり、ま
た、国内の「ものづくり」の技術を活かした新たな
成長産業を作り出せる可能性が期待できると考え
られることなどから是非推進してほしい。

○

169
会社
員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

基礎研究の振興には，科研費といった競争的資
金を投入する直接的な施策に加えて，社会全体で
基礎研究の重要さやおもしろさに目を向けるよう
にする間接的・長期的な施策が必要である．その
ためには，「科学技術コミュニケーション活動の推
進」などを通して，基礎研究に対する社会の理解
と興味を醸成する必要があり，産学官の「知」の
ネットワークである学協会等を活用する施策も重
要である．

科学技術自体を文化として育むためには，長期的
な施策が必要不可欠である．特に，価値観を形成
するのに最も重要な初等中等教育段階での施策
について強化する必要がある．「科学技術コミュニ
ケーション活動の推進」はその一端を担うもので
あり，意識して継続的に実施していく必要があると
考える． その実施母体として，産学官の「知」が集
積される学協会を積極的に活用することが，効果
的である．

・科学技術の成果を迅速に社会シス
テムの運営や政策意思決定にフィー
ドバックさせるための枠組み作りを早
急に行うべきである．
・復興・再生，グリーン，ライフ等，
様々な科学技術において情報通信
技術はその重要な基盤であり，極力
頑健なシステムの枠組みを構築する
と共に，万一，破壊された場合でも，
復旧が極めて容易なシステムのあり
方について研究開発をすすめる必要
がある．

・社会システムの運営や政策意思決
定おいては，科学技術に裏打ちされ
た様々な情報やデータが必要不可
欠であるにもかかわらず，現状はそ
れらを的確かつ迅速に用いる仕組み
が確立していない．自然環境／社会
環境の急激な変化に対応して適切な
運営や意志決定を行うための情報利
活用基盤の構築が不可欠である．
・情報通信技術は現代社会のインフ
ラであるため，ひとたび破壊されると
その影響は計り知れない．極力頑健
なシステムといえども，非常時に損
傷をうける可能性は免れない．その
影響を極力抑えるためにも，復旧が
極めて容易なシステムを構築する努
力を進める必要がある．

○

41 / 51
＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞
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イ－５

170
研究
者

１．アクションプ
ランのねらい,３．
グリーン・イノ
ベーション ,４．ラ
イフ・イノベー
ション ,５．基礎
研究の振興及び
人材育成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

１．日本が今強い分野と、今後に強くなり得る分野
の見極めと、それぞれの分野の成熟度に応じた
施策。分野の切り捨てのような、従来の「選択と集
中」は絶対に止めること。具体例としては、成熟分
野である半導体分野では、人材と資産を生かし、
今後の新しい発展を図るための具体策が必要（太
陽電池、医工連携分野など）。一方、成長分野とし
ては、我が国での歴史が長く、オンリーワンの強
みがあるプラズマ分野の重点化が考えられる。
２．「人材の重視」。「若手重視」、「女性重視」の名
の下で、差別的に予算を取りやすくする“だけ”の
政策は愚の骨頂。まず第一に大切なことは、世界
に冠たる成果を上げている人材に報いること。具
体的には、専属の秘書や技術員など、バックアッ
プ体制を整えること。これによって初めて、研究
者・教員、特に「若手」が雑務から解放され、研究
と教育に専念できる。

１．例えば“半導体分野”は確かに今現在は右肩
上がりとは言えない状況であるが、その関連で
培った技術と人材が今なお世界に冠たる我が国
の財産であることは、先のスパーコンピュータ「京」
の成功を見ても明らかである。一方、かつての大
量低価格生産では、韓国や台湾、中国とのコスト
争いが厳しいことは明らか。米国のIBM、Intel、
Appleのような高付加価値製品、デザインや技術
などの「知恵」を得るビジネス展開を、日本ではど
のように展開すべきか考え、国が支援することが
必要。
２．「若手」「女性」はお金がないから“だけ”で研究
し難いのではない。他の雑務に忙殺されすぎるの
だ。例えば、膨大な事務作業、機器の管理、最近
では論文の他に特許も出せ、社会貢献しろと様々
なイベント、女性の場合は子育て支援の問題な
ど、こういったものに対するバックアップ体制の構
築こそがまず第一に望まれる。中途半端な助教、
講師、ポスドクばかりを増やし、歪な組織構造に
なっていることが、問題と認識すべき。彼らが活躍
するには、それと同等の質と量のバックアップ体
制が必要。これには例えば、「半導体分野」の人
材も活用できるのではないか。

技術と政策の分かる人材の育成と重
用。
政策（文系）はホワイトカラー、技術
（理系）はブルーカラーという社会シ
ステムの見直し。
優秀な理系の人材（技術）がアジア
諸国に流れている現状に対し、国は
何も対策していないように見える。

先の福島原発の問題を見ても、指導
者が技術を理解していないことが、
現代において如何に致命的なこと
か、明らかである。首相だけではな
い、東電社長もしかり。技術軽視のコ
ストカッターだけでは、何も生み出さ
ないし、危機管理も出来ない。かのカ
ルロス・ゴーン氏（日産社長）が如何
に現場と技術をよく理解している人
物であったか、知るべきである。

○ ○ ○ ○

171
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

災害時の物流の確保、必要な情報の迅速・確実
な伝達を行うことは重要であり、民間企業、国土
地理院との連携により提供された「自動車通行実
績・通行止情報」は、官民が保有する情報を各々
の役割や得失を生かし、提供情報の質を高めた
有効な取り組みであった。被災地で求められてい
る情報には、公的機関、民間企業、個人が保有す
る様々な情報があり、これらの情報を共有し、提
供できる社会システムの検討や技術開発が必要
である。

今回の東日本大震災において、「自動車通行実
績・通行止情報」は有効であったとの声はあるも
のの、物流事業者からは備蓄拠点、避難所の位
置情報も共通の電子地図で確認できる環境を求
める声もあり、官民、業界を超えた社会全体のしく
みや情報を効率的・効果的に共有するための基
盤技術の検討・開発が求められている。

○

172
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

復興・再生に向け、新たな都市づくりが開始されつ
つあるが、都市の高所移転、高齢化社会の進展
を踏まえた新たな移動手段の検討・確保が求めら
れる。軽自動車よりもコンパクトで、二輪車・自転
車を超える利用のし易さを備えた平常時でも市街
地内の移動、観光名所の回遊にも活用できる、超
小型モビリティの開発・普及や通信技術を活用し
た運用システムの技術・基盤開発が必要である。

政策課題に掲げられている項目に加え、新たな都
市計画が検討される中で、被災住民の生活の場
と生活の糧の確保の視点も必要であり、高齢者の
移動手段確保や地域の活性化も考慮した技術開
発も並行して推進すべきと考える。

○
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＜大臣・総合科学技術会議有識者議員会合資料：検討中資料＞
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イ－５

173
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

政策課題の「災害からモノ、情報、エネルギーの
流れを確保し、創る」のエネルギーの確保におい
ては、家庭・企業におけるエネルギーマネージメン
ト・負荷平準化の観点から、電気自動車（EV）、燃
料電池車（FCV）、プラグインハイブリッド車
（PHEV）の重要性が高まっている。非常時の移動
式電源供給機能を自動車に担わせるための技術
開発、通信技術を活用した運用システムの技術・
基盤開発が必要である。

電力不足から発生した計画停電については、実施
面で多くの問題を露呈させた。電力供給の負荷平
準化、エネルギーマネージメントに関する家庭、企
業での幅広い対応が求められている。

○

174
研究
者

１．アクションプ
ランのねらい,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

このまま推進
すべき

東日本大震災からの復興・再生、および今後の安
全で豊かな生活を目指す施策を第一の重点対象
としたことは評価できます。また、これまでの施策
であるグリーンイノベーションとライフイノベーショ
ンに加え、基礎研究の振興と人材育成を併記頂
いたことは、長期的な我が国の発展にとって極め
て重要な意味を持つと考えます。特に、科研費の
基金化は画期的なもので、関係者のご努力に感
謝致します。

大学や大学共同利用機関などでは、これまでの
長年にわたる運営費交付金の継続的な減額に
よって、その基本的な使命である人材育成が極め
て困難な状況になってきています。また、研究者
の自由な発想による研究は、科研費に頼るばかり
で、地方大学などでは実験的研究を続けることが
実質上、困難な状況になっています。一部分では
ありますが、今回の科研費基金化と採択率の向
上は、これらの状況に歯止めをかけるものです。
科研費の基金化は、執行の柔軟性が画期的にあ
がり、また安定した研究費の確立と考えられ、大
いに評価できます。

トップダウン的な研究とボトムアップ
的な研究の両方を、バランス良く支
援して頂きたいと考えます。最近で
は、社会的要請によりトップダウン的
な研究の充実だけが先に進んでいる
という印象を持っています。研究者が
自由に発想することが学術の基本で
ありますし、真のイノベーションはそ
のような発想から生まれてくるもので
あると思います。

産学官共同研究など直ぐに役に立つ
研究に対して、予算配分がやや傾斜
しているように感じるため。

○ ○

175
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上 ,４．
ライフ・イノベー
ション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「復興・再生並びに災害からの安全性向上」を柱
のひとつとしたのは大変良いと思います。一方で、
災害による被害を技術的に守ることだけを主眼に
おくのではなく、社会的・心理的側面や、専門的技
能・知識を社会的場面で活用できない制度の見直
しなど、技術と社会のインタフェイス部分につい
て、もっと追求するべきだと思います。「ライフ・イノ
ベーション」で鬱病などの精神疾患に言及されて
いますが、脳神経科学の基礎研究の推進と、倫
理的・社会的側面への配慮とを合わせて推進され
ることを期待します。

3.11震災とそれ以後の対応により、日本の科学技
術は社会からの信頼を失墜させました。この信頼
回復抜きに、科学技術政策の促進は、できないと
思います。技術主導型が前面に出てくるだけのパ
ラダイムのままでは、いくら研究予算をつけ、人材
を育成しても、社会から遊離した科学技術だけが
促進されていくと危惧します。

上で述べたことと重複するので、ここ
は省略します。

○ ○

176
会社
員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

科学技術イノベーションに資する基礎研究ハブと
国際的なネットワークの形成とあるが、この中で基
礎研究がイノベーションに繋がるような道筋を意
識したハブ、ネットワーク形成を進めて欲しい。具
体的には、基礎研究をどのように実用化していく
のか、その時の企業の役割、またベンチャーをど
のように位置づけるのかを設計時に盛り込んで欲
しい。

イノベーションは、実用化して初めて意味があるわ
けであるから、基礎研究がうまくいっても、その成
果が海外に取られてしまっては日本の活性化に
は繋がらない。よって、基礎研究の成果が実用化
に繋がるような道筋を意識しながらハブ、ネット
ワークを設計して欲しい。

アカデミアの研究において、社会へ
の貢献ということを考えた場合には、
研究内容は、日本の産業構造を意
識してすすめるべきである。アカデミ
アが次世代の産業構造に寄与すると
の考えの元で、現在日本を支えてい
る産業に関する研究を意識しない場
合には、アカデミアの研究成果が実
用化に結びつかない、アカデミアの
人材が産業界に流動しない（ポスドク
問題）等の問題が生じる恐れがあ
る。具体的には、科研費に関して分
野別である程度の枠組みを決める等
の施策が考えられる。

産業構造審議会第３０回研究開発小
委員会資料に指摘されているよう
に、公共研究機関の橋渡しが十分で
ない、大学のポテンシャルが活かさ
れていないといった問題は、国研、
大学の研究内容がマクロに見たとき
に日本の産業構造とマッチングして
いないことが理由と考える。
　さらに、現在ポスドクの就職口が無
いという問題は、１万５０００人に上る
ポスドクの半数がバイオ系であると
いうことと、日本でのバイオ産業がそ
れに呼応できるほど育っていないこ
とに原因があり、マクロに見たときの
大学の研究内容の偏りが問題と考え
る。

○
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ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

177
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

総合科学技術会議が最も重要と考える施策の方
向性を能動的に概算要求前に示すアクションプラ
ンには、政府全体の科学技術予算の重点化を誘
導する意味でとても賛成です。またライフイノベー
ションの中で「糖尿病等の生活習慣病の合併症に
特化した予防、診断、治療に関する研究開発」が
新規導入される予定であることは、日本や世界の
「心身ともに健康で活力ある社会の実現」のため
に重要と思います。

糖尿病の可能性が否定できない人は2210万人、
アジア全体では2億人に達すると考えられます。糖
尿病や肥満は生活習慣病の中でも上流に位置し
ており、我々の健康な生活を大きく損なう虚血性
心疾患、脳血管障害、失明、慢性腎不全、四肢切
断などを予防するために、糖尿病の病態生理に
基づいた予防、診断、治療法の開発を行うことは
大変重要です。また日本発の成果を世界に向け
て発信していく事も重要であると考えます。各省庁
の予算要求の枠組みを超えて、本当に重要と考
えられる事業に予算配分を示していくことは、予算
の無駄を省きひいては大震災の災害復興も促進
すると考えます。

東北大震災への災害復興、再生は
国家予算にとっても大きな支出にな
ると考えられます。科学技術全般に
ついて、特に自由な発想に基づく基
礎的な研究の社会還元効果は、実
用的な応用研究と比較して見えにく
いが、この時期であるからこそ、災害
復興・再生後も見据えた長期的な視
点に立って、現在までの日本の原動
力を担っている科学技術の芽を絶や
さぬ努力が必要な時と感じていま
す。

○

178
団体
職員

６．その他
改善・見直しを
した上で推進
すべき

・旧来からあった内容に震災対応を加えたのみ
で、優先順位が明確ではない。
　産業構造審議会・競争力部会、経団連・産業問
題員会などからのレポートに比べ見劣りする。
・グリーンイノベーションで将来のエネルギーにつ
いて言及することは当然であるが、原子力の超安
全・安定運転に対する科学技術の役割は不可欠
と思われるが、原子力についての記述はほとんど
ない。
・ライフイノベーションについては、科学技術的な
観点で課題と取り組みを明確にすべきである。政
策と科学技術事項の取り組みが混在している。ま
た、iPS細胞の研究のように日本が先を行く分野に
ついては、リスクを明確にして、より展開できる取
り組みを強調していただきたい。

上に記しました。 上に記しました。 上に記しました。 ○

179
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

患者本人はもとより社会的影響も大きい動脈硬化
性疾患の罹患を防ぐには主要な危険因子である
高血圧、脂質異常症、喫煙および糖尿病の管理
につきる。前三者についてはほぼ治療法が確立さ
れていて、実際、効果を着実にあげているが、糖
尿病はその罹患人口が増えていること以外にも合
併症発症の予知ならびに発症後の対応は著しく
遅れていて、悲惨な病態が放置されているのが現
状である。

したがって勿論、糖尿病の予防、治療に力を注ぐ
云々は最重要課題であることは言うまでも無い
が、このような漠然としたテーマでは実効に乏しい
ことが懸念される。さらに焦点を絞り、例えば腎症
や冠動脈疾患の合併に対する早期発見法の開
発、早期治療法の導入ならびにそのガイドライン
化を義務づけるような方策が望ましいと考える。

○

180
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

WHOによる「障害調整生命年」の調査結果にも合
致する方向性をもち、基礎研究・人材育成重視の
姿勢や、最先端領域・我が国の国際的な役割にも
配慮している点からも評価できる。優れた研究の
基盤を支える、研究資源および研究成果データの
バンクシステムの国家主導による構築について
も、明文化して推進する必要があると考えられる。
「IV-2-2-(1)-(2-3)-(2)取り組みの目標」は「うつ病
に起因した・・・」は「精神疾患に起因した・・・」に変
更した方が良い。

国際機関の客観的評価や、我が国のライフ・基礎
研究領域の実績と有識者の意見に即したプラン
は、国民に理解し易いと考えられる。研究資源・研
究成果データのバンクシステムについては「科学・
技術全般に関する意見」の欄に述べた。上記「取
り組みの目標」では、内容は適切で分かり易い
が、うつ病だけでなく、統合失調症・アルコール依
存症でも自殺率は１割を越えてうつ病に迫る数値
を示しており、その他の精神障害でも自殺が多い
ことから、「精神疾患に起因した・・・」とするべきで
ある。

研究者間で利用可能な、研究資源
バンク、データベースのシステム構
築を、進めていただきたい。このシス
テムは、資源の標準化や、たとえば、
生体材料の超低温保存のように、諸
研究から得られた情報を完備したサ
ンプルの長期保管および研究者へ
の提供を行うことが不可欠なため、1
～2箇所に集中して、適切な施設・機
器と人員を整備し、特に優れたセ
キュリティー、バックアック体制を付
与する必要があると考えられる。

科学・技術の発展と国民への十分な
還元を期するには、諸研究の基盤と
なる研究資源と蓄積されてきた成果
を活用できる体制を整備することが
不可欠である。しかし、現状では、
個々の研究者の努力に任させてお
り、情報および資源の質・標準化・活
用する際の利便性等に障害が生じて
いるだけでなく、時間的・資金的にも
極めて効率の悪い状態が続いてい
ることから、国家レベルで早急に長
期的な視野に立った対策を開始する
必要がある。

○ ○
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１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
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者属
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平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

181
研究
者

３．グリーン・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

自然エネルギーの割合を増やすための努力を国
主導が行っていくことには賛成する．一方で，CO2
排出削減という制約条件の下で基幹エネルギー
の中核であった原子力発電が減速するのであれ
ば，代わりの基幹エネルギーとして有力な核融合
発電を積極的に研究開発し，一刻も早く実用化す
べきである．

自然エネルギーは，クリーンなエネルギー源とし
てぜひ積極的に活用すべきだが，安定供給できな
いので，基幹エネルギーとしてはあり得ない．核
融合発電は，CO2排出削減の方向にも沿ってお
り，また原子力発電に比べて潜在的リスクが格段
に小さい．日本は海に囲まれているので，燃料を
海外から輸入する必要もない．したがって，核融
合発電は，これまでの原子力発電に取って替わる
べきものである．

未曾有の災害が起き，目先に解決す
べき課題が山積みなのは十分理解
しているが，科学・技術を人類が利
用していくためには，長期的な基礎
研究とサイクルの早い応用研究が共
に進められ，連携していることが肝要
である．ぜひ長期的な視点を忘れ
ず，基礎研究を根気強く支援し，国
民全体の科学・技術への基礎的理
解を深めていくよう努力していくべき
である．

基礎研究を根強く行っていく人材の
拡充（大学教員），基礎知識の普及
（小中高後での教育）を積極的に行
えば，例えば今回の放射能汚染につ
いても，国民一人一人がある程度の
基礎知識を持ち，冷静に事実を判断
し行動できるようになるはずである
（したがってパニックを恐れて情報開
示をしないといったことは不要とな
る）．

○ ○

182
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

P.3 上段の表 について、追加を考慮いただきたい
事項を列挙します。
１）「目指すべき社会の姿」第２項目
　・東北地域の復興・再生をモデルとして、「災害
の発生を前提とした、」より安全、かつ豊かで～

２）「災害から命・健康を守る」・「放射性物質による
影響」
　・放射性物質に関する情報リテラシー向上に向
けた国民の教育と、災害時リアルタイムモニタリン
グ情報の公開

３）「災害から住まいを守り、造る」・「地震」
　・構造物の耐震性向上に向けた、構造物と地盤
の揺れの観測体制強化

４）「災害から住まいを守り、造る」・「津波」
　・既存防潮堤の対津波安全性の検証および向
上

５）「災害からモノ、情報、エネルギーの流れを確
保し、創る」・「地震」第１項目
　・「適切な備蓄と組み合わせた、」地震災害時に
必要な～

６）「災害からモノ、情報、エネルギーの流れを確
保し、創る」・「津波」第１項目
　・「適切な備蓄と組み合わせた、」必要な物資を
～

１）平時・災害時の境なく機能する社会を目指すべ
きと思います。「ユニバーサルデザイン」に近い考
え方です。

２）国民が放射性物質に関する情報を正確に理解
できるようにし、即時情報に基づき対応を判断さ
せるべきと思います。

３）耐震性向上の具体策です。観測データが入手
できない状況では、研究が現状より進むことは期
待できないと思います。

４）０メートル地帯の防潮堤等の津波に対する安
全性を早急に検証し、対策を取るべきと思いま
す。

５）６）すべての必要な物資を輸送することは、災
害の規模によっては困難と考えられます。ただし、
この点は「物流」の語に含まれているかもしれませ
ん。

○

183
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

うつ病、認知症等の精神・神経疾患の研究はぜひ
とも推進すべきであるが、初期マーカーの探索と
いうような目先の研究だけではなく、長期的な視
点をもった発症の病態やメカニズムを明らかにす
るための基礎研究が必要であると思う。

うつ病や双極性障害、統合失調症のようなヒトの
精神疾患の分類はもともと曖昧な行動レベルでの
定義に基づくものであり、生物学的な脳の異常と
いう点ではヘテロな集団。そういうものを基準に
マーカーを探そうということに原理的な無理があ
る。一方、遺伝子改変などによる精神疾患の動物
モデルが次々と見出されており、これらでは原因
も脳内の病態もきちんと定義可能。地に足をつけ
た長期的な基礎研究を推進するのが「急がば回
れ」で出口への近道である。

○
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イ－５

184
その
他

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

全課題に対する重点的取り組みで防災および減
災の革新的なハード技術の早急な研究開発実用
化の必要性の強調がかけている。

大災害の最大の直接的原因は
旧態依然のコンクリート一辺倒の砂防護岸などの
防災技術の欠陥にあつた。この技術の革新的な
改革がなければすべての課題の達成は絵に書い
た餅に終わる。長年の防災の歴史が証明している

○

185
研究
者

１．アクションプ
ランのねらい,４．
ライフ・イノベー
ション ,５．基礎
研究の振興及び
人材育成の強化

このまま推進
すべき

「ライフイノベーション」で、精神・神経疾患を新規
に加えたことは大変よいと思われます。また、日本
では比較的遅れているレギュラトリーサイエンスに
重点を置くことも、今後の日本の医療の発展には
きわめて重要だと思われます。さらに、新たに「基
礎研究の振興及び人材育成の強化」を加えたこと
も高く評価できると考えます。

精神・神経疾患は、医療費全体の中でも最も高額
な位置を占める疾患であるため、今後の医療費削
減のためにはより早い診断や予防が重要であり、
積極的に推進すべき領域だと考えます。また、レ
ギュラトリーサイエンスの推進は、新たな治療法
の開発には必須のものであり、国民に大きな恩恵
をもたらすものと思われます。さらに、国民に役立
つ科学技術を進めるためには、その根底となる基
礎研究は、ある意味で最も重要であり、これを推
進することなしに、日本の科学技術の進展はあり
えません。これも大いに推進すべきだと考えます。

○ ○ ○

186
団体
職員

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

「復興・再生並びに災害からの安全性向上」およ
び「基礎研究の振興及び人材育成の強化」につい
て改善・見直しをした上で推進すべき。

・「復興・再生並びに災害からの安全性向上」につ
いて：
科学技術施策以前の問題として復興庁がどんど
ん進めるべきものが多い。復興に関する科学技術
施策として重要なものはむしろ経済学，政治学，
社会学，法学等の人文・社会学ではないか。
・「基礎研究の振興及び人材育成の強化」につい
て：
少子高齢化による将来的な人口構成の変化につ
いての危機感が感じられない。人口が減っていく
という前提では，研究者に限らず，国民全体の基
礎学力水準を飛躍的に上げなければ「世界トップ
レベル基礎研究」，「独創的で多様な基礎研究」は
覚束ないだろう。文教施策との連動を強く意識す
ることが必要。

○

187
研究
者

１．アクションプ
ランのねらい,４．
ライフ・イノベー
ション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

研究費について、申請時、ヒヤリング審査、交付
決定時計画書の作成、中間評価及び自己評価書
の作成、各年度の報告書、最終報告書、事後調
査報告書、等、一連の流れが存在することについ
ては、公費によって、行われる研究である性質
上、責任と義務として当然のことと受け止めている
つもりである。我々研究者は、一年中、その作成
に追われ、実際、実験に集中できる時期や時間
は、全くないに等しい。そのような状況下であって
も実績を上げ、評価を受けてきてきた。しかしなが
ら、特にここ1、2年は、制度が予期せぬ理由で変
更され、それに振り回され、結果としては、研究者
側のみ負担を強いられ、その上、結果だけを求め
られる現状にある。アクションプランにおける研究
費において、見直して頂きたいポイントの一つであ
る。

糖尿病自体の研究費が計上される予定でないの
に合併症に特化した研究開発だけが重点される
のは、大変疑問が残る研究テーマ設定であると考
える。患者数や必要性から考えてもまずは、糖尿
病という疾患のメカニズムと治療法開発に予算が
組まれた上で、合併症に着目するテーマを設定す
ることが大原則であると思われる。糖尿病の分野
は、ガン、脳疾患、精神疾患等と比較し、日本全
体の研究費の予算規模も種類も著しく少ない現状
にある。にもかかわらず、分野としては、我が国の
レベルは世界トップレベルにある。それは、数少な
い一部の優秀な研究者が24時間たゆまない努力
を続けている賜物であるが、一人当たり一日24時
間しかないのは事実であり、限界がある。他の疾
患同様の予算の枠組みがあれば、さらなる推進
が望め、まさしく政府の目指しているライフイノ
ベーションの趣旨に合致するものと考える。

今、この瞬間考えついたテーマをす
ぐやりましょう、という思いつき的発
想は、科学ではない。研究によって、
次の研究が生み出され、さらに研究
が発展する、というのが科学の大原
則である。思いつき的、場当たり的な
研究テーマの設定は、全く、科学の
原則に反するものであり、長期的な
日本の科学技術の発展を阻害する
ものであると考える。また、重点的研
究が確かに他と比較しそれが重点さ
れるべきか妥当であるかどうかにつ
いては、大変難しい問題ではないか
と考える。アクションプランをはじめ、
プランの設定には十分な議論と出来
る限りの公平性が保たれる必要性が
あると考える。

権威あった学術振興会の特別研究
員制度もほとんど何もできない学生
が生活費や娯楽費として使われるに
すぎなくなっており、当然、ポスドクの
レベルも著しく低下している。本当に
必要な人の所には渡っていない現状
がある。しかしながら、そのような人
達は、文句を言わず黙って本論を全
うするので、何も与えてもらえなくても
成果を出せる。科学においても訴え
た者が勝つという状況になっており、
悪循環に陥っている。実績を出した
者がしかるべき対価を得、さらに実
績を出せるような環境を作るのが、
政府の役割であり、政府にしかその
役割を担えない。

○ ○
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ご意見の対象と
なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

188 学生

１．アクションプ
ランのねらい,２．
復興・再生並び
に災害からの安
全性向上 ,３．グ
リーン・イノベー
ション ,４．ライ
フ・イノベーショ
ン ,５．基礎研究
の振興及び人材
育成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

震災復興は、地域的な意見を反映無しでは、当該
地域住民、産業、文化、生活の復興なしでは、本
来の復興にはつながらないと考えます。アクション
プラン中、瓦礫の撤去や放射性物質の除染を重
視はもちろんですが、以前の状態にすること、都
市整備、土地利用整備、生態系の保護をおろそ
かにしてはならないと考えます。
人材育成は、完全に方向が違うと考えます。トップ
レベルのことをする以前に、国や地域で既存技術
や知識などの伝承が必要だと考えます。そのバッ
クグランド無しで、世界的なもの、独特なものを創
出しようと思っても難しいと考えます。

被災した地域、住民には、古来から伝わる独特の
ものがあるはずで、それを伝承してきたことを絶や
さずにすることも大事だと考えます。他の地域に
転居して、生活ができない方々も多いはずです
（特に農地や家畜等を失われた方々、船や養殖場
や加工工場を失われた方々、日本の主製造業の
部品製造の方々）。新しく都市計画をすることは、
今まであった状態とは異なる状況を作るので、復
興しても、地域社会が根付くようにすることが大切
なことだと考えます。
人材育成について、受験によって学力が低下して
いることが顕著であり、また専門性を一つ選んだ
ら、他のキャリアに移れないとか、就職活動によっ
て学ぶべき時間を浪費しているのではと考えま
す。資格試験で資格を取得しても実務が伴わない
人材が多いのではと考えます。

エネルギー問題に関しては、今迄利
用してきたものは、安全性の高いも
のは利用し、徐々に自然エネルギー
へとシフトできればと考えます。エネ
ルギーの利用については、地域的に
できることとできないことがあるの
で、国からというよりは地域ベースで
できるものの精査が必要だと考えま
す。送電技術に問題があるなら、地
域ベースでのグリッド構築と蓄電技
術のR&Dは重要だと考えます。使用
電力は、生活のスタイルを変えられ
るものとは別に、製造業の中でも機
器・装置類の省エネ化もできるので
はと考えます。

作った設備にも莫大な予算を使って
おり、使えるものの安全性を強化す
れば、新しいものを作るよりも少ない
予算で、エネルギーを作ることができ
るのではと考えます。段階的なシナリ
オを明確にすること、安全性評価を
公に理解する努力があれば、再検討
してくれる方々も多いと考えます。
家庭で使用する電力を削減するアイ
デアは多々見受けられますが、製造
業の使用電力は、使用時間などの変
更など、それぞれの企業努力で回し
ているように考えます。製造業で使
用している、機器類装置類の省エネ
に予算を割いて、ものづくり自体の手
法にもまだまだアイデアがあるので
はと考えます。
停電を迎えて考えたのは、送電ルー
トには問題がなかったのかでした。欧
州諸国のように、国家間で電力の出
入りがあるように、地域ごとにも出入
りできるような、送電手法の再構築
が必要だと考えます。

○ ○ ○ ○ ○

189
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

災害情報の伝達においては、リスクコミュニケー
ションを円滑にする環境を構築することも重視す
べきである。特に、リスクコミュニケーションにおい
ては、適切な情報収集・蓄積・分析手段があり、専
門家がその手段を活用して適切な情報を迅速に
発信できることが重要である。

震災後、インターネットを介して個人が各自の憶
測を情報発信し、それがデマ等として拡散し、風
評被害等に繋がることが少なからずあった。この
ような二次災害を防ぐためには、災害時に限ら
ず、情報安全保障、政策の最適化という観点でよ
り情報通信技術を発展させ、情報の収集、蓄積、
分析をあらゆるレベルにて行い、一般国民から政
策立案を行っている人のレベルまで、国のあらゆ
るレベルにおいてより冷静な判断が出来る環境を
整備すべきである。

○

190
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

災害情報の伝達においては、あまねく人々が適切
に情報を享受でき、意思疎通がはかれる環境を
構築することが重要である。

グローバル化が急速に進み、我が国の経済活動
においても訪日外国人の役割が重要となってい
る。災害発生の際には当然、日本国民のみならず
訪日外国人のケアも重要であるが、今回の震災
においても訪日外国人は現地の人々と十分な意
思疎通が図れず、日本を離れることを余儀なくさ
れた場合も多い。このようなことを繰り返さないた
めにも、言語の壁を越えて人々が適切に情報を享
受でき、意思疎通できるようにすることが重要であ
ると考える。

○
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ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

191
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

安全で豊かな国民生活の実現に向けた知の資産
創出基盤の強化等、研究開発の基盤を重視すべ
きである。

「基礎研究の振興及び人材育成の強化」における
「目指すべき社会の将来の姿」には、「安全で豊か
な国民生活の実現への基盤を構築すること」、「知
の資産を創出し続けること」が謳われているが、今
回のアクションプランでは、これらの基盤的課題を
重視した政策課題や重点的取組が挙げられてい
ない。

○

192
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

災害から命・健康を守るためには情報の把握や伝
達のみならず、情報の共有も重視すべきである。
今回の震災では情報共有の一手段としてクラウド
サービスが活躍したが、さらに普及を徹底する必
要がある。また、個々のクラウド事業者でサービス
が閉じる傾向がありクラウドサービス間の情報共
有や連携は十分とは言えない。今後、情報共有・
サービス連携を促進するための技術開発や制度
の整備が必須である。

震災で患者のカルテや戸籍の正本等が紛失して
復旧できず、復興の妨げとなっている。一方、イン
ターネットを通じて情報やサービスを共有するクラ
ウドの仕組みが、短期間に多くの有志を繋ぎ、被
災状況共有等のサービスを生んだ。情報紛失に
よる弊害を軽減するには平常時からこのような仕
組みを活用し情報共有を徹底することが重要であ
る。また、より頑健な情報共有を実現するにはクラ
ウド事業者間の垣根を越え、相互に情報共有・
サービス連携することが必要である。

○

193
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

改善・見直しを
した上で推進
すべき

アクションプラン施策が効果的に実施されるように
するために規制・制度を整備すべきである。特に、
震災等非常時に公共施設、避難所等、公共的な
情報を網羅的かつ統一的なフォーマットで整備・
共有することを義務づけるといったことや、個人情
報等を通信・共有できるよう制度を整備する、もし
くは非常時に限り事前に登録された個人情報を第
三者に発信する許可を通信業者が事前に取得で
きるよう制度を整備することが重要と考える。

震災発生後100日以上経った現在でも被災地では
死亡者、不明者ともに1万人規模という、いたたま
れない状況が続いている。震災直後、地理空間情
報や、携帯端末に記録された個人情報等、使い
やすい形で共有できる情報が少なく、捜索等に十
分活用できなかったことがその一因であるとの指
摘もある。今後、同様の事態を招かないために
も、非常時における情報共有、通信の秘密、個人
情報保護のあり方等について早急に検討すべき
である。

○

194
団体
職員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

(1)「健康」「安心」を担保する社会の基盤とは何か
が不明瞭。
(2)知の資産を放棄する勇気を持つ場面にも言及
すべき。
(3)「科学技術」の定義と文化の関係を明確する。
(4)多様な人材を「確保する」ためには？
(5)論文被引用数のみでよいのか？
(6)10倍の報酬に相応しい人材招聘が望まれる。
(7)一般国民への的確な情報発信はよいこと。
(8)予算長期利用の自由度と厳格な短期進捗審査
をセットで実施すべき。
(9)政策課題の受皿となる大学が頼りない。

(1)物質的でなく精神的な豊かさが肝要だから。
(2)持続可能な社会の実現が肝要だから。
(3)科学＝文化だが、技術と文化は異質。
(4)人材の流動化との背反回避策が必要だから。
(5)多様な観点からの評価指標が必要。
(6)自律的な研究ネットワーク形成が期待できるか
ら。
(7)日本に世界トップレベルを目指した取組みを知
ることは、子供達へ夢を与えるから。
(8)世界トップレベルを狙うとリスクも高まるから。
(9)政策の空回りを回避するための大学改革が必
要か。

○
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らい

２．復
興・再
生
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リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他
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平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

195
研究
者

１．アクションプ
ランのねらい,３．
グリーン・イノ
ベーション ,４．ラ
イフ・イノベー
ション ,５．基礎
研究の振興及び
人材育成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

アクションプランとして３本の柱である、グリーン、
ライフ、安全を大きく掲げることは理解できる。しか
しながら、資源のない我が国が上記で生リソース
は、「モノづくり」と「心」であり、モノづくりという言語
が成す物質的な言葉を避けて３つの出口に大きく
舵を切ることは、国民に対して不適切であろう。
「モノづくり」に豊かさや新たな価値観を入れ、「地
球創生型社会システムイノベーション」のような言
葉で表現し、現実の製造社会に根をおろしたもの
を掲げるべきである。グリーンや医療危機を支え
る独創的かつ高度の製品、技術、システムに我々
が位置していることが失われると上記３本は実現
されないであろう。

上記に記述したように、グリーンを実現するにして
も、独創的なモノづくり、匠の技術という地味な国
民の努力が必要であり、一挙に出口を規定するこ
とで、足元の大切かつ日本しかできないアプロー
チが見えなくなってしまう。その影響は極めて大き
い。「ものつくり」「心」を正々堂々と挙げることが、
逆に重要である。これらをさらに将来に向けた言
葉として進化させたものを掲載することをご検討い
ただきたい。例えば、「地球創生社会システムを実
現する科学技術」

「世界トップレベルの基礎」「独創的
な多様な基礎研究」が挙げられ、そ
の重要性は認識できるが、基礎の中
身が、素粒子や核融合などの超基礎
科学に焦点があ当てられる傾向があ
る。アクションプランと基礎研究と
ギャップを橋渡しでき、現実の我が国
の産業を担う、工学研究：最先端応
用技術のための基盤があらわされる
ような事項も必要であろう。全産業や
医療のイノベーションを実際にドライ
ブするエンジンになっている科学技
術「低温プラズマ」「ナノテクノロジー」
という科学技術領域をも重点化すべ
きである。

例えば、グリーンを含めた全産業を
支える低温プラズマ科学（核融合プ
ラズマではない）は、ライフイノベー
ションや医療への新しい応用が勃興
し、超戦略的科学の一つであろう。グ
リーンなどの出口に近い太陽電池や
自動車パワーデバイス、白色ＬＥＤも
技術革新は、低温プラズマ科学技術
の進化にある。ＵＬＳＩの７０％で現在
仕様され、携帯やコンピューターもプ
ラズマ技術なしでは成し遂げられな
かった現状、プラズマ装置という先端
科学装置産業などもリードする。この
ような学際的科学であり、外からでは
見えにくいが、この進化が全産業や
医療の発展に直結するようなエンジ
ンとも言う科学技術にも視野に入れ
たカテゴリー（波及効果が絶大な応
用のための基盤研究の強化）が望ま
れる。

○ ○ ○ ○

196
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

科学研究費補助金の執行では全研究種目におけ
る基金化を実施することに賛成である。

科学技術立国を目指す日本としては、独創的で多
様な基礎研究を強化する必要があるのは言うまで
もない。基金化することにより研究の効率化、成
果の向上等の効果が期待できる。

○

197
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

　今後、糖尿病の合併症である腎症や心筋梗塞を
抑制出来るか否かは、我が国における健康寿命
の延伸や医療費の適正化の上で最も重要な課題
の１つである。病態や体質に立脚した効果が高く
副作用の少ない糖尿病の治療薬剤の開発が急務
であると同時に、血糖値が正常になっていなくても
腎症や心筋梗塞の合併症を直接に抑制する治療
薬の開発も強く求められる。また、糖尿病自身も
糖尿病の合併症も早期診断に基づく先進医療が
鍵であり、そのための早期診断機器の開発も急務
と考える。

　我が国で２型糖尿病は戦後30倍以上に数が増
加し、2007年の厚生労働省の統計では、患者数
890万人、予備軍1,320万人となっている。更に深
刻なことには、糖尿病の透析導入は毎年16,000人
他にのぼり、透析導入の第一位の原因となってい
る。また、心筋梗塞や脳梗塞についても、これまで
の主要なリスクファクターであった高コレステロー
ル血症、高血圧、喫煙については、非常に効果的
な治療薬の開発や喫煙率の低下によってリスク
ファクターとしての重要性は減っている。一方、糖
尿病は益々増加し、かつ、現在の治療薬剤では
半数以上の患者で十分な治療効果が得られてい
ない。

○

198
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション

改善・見直しを
した上で推進
すべき

アクションプランにバイオマーカーを開発、利用す
ることで、客観的、確度の高い診断と予測、治療
の実現を目指す、とあり、この考えに全面的に賛
成である。
なお、バイオマーカーの開発を世界に先駆けて実
現するためには、高性能分析機器の開発と臨床
研究を統合的に行う、べきである。

アクションプランでは、バイオマーカーを開発する
具体的手段も記述すべきである。
この世界は世界的にも競争の激しいところであ
り、世界に先駆けるには、他国で開発されたもの
を輸入していたのでは追いつかず、自国での開発
と、ユーザーとしての臨床部門との強い連携が必
要である。

電子工業、自動車工業のあと、日本
を牽引する新しい産業は何か、また
その育成についての政策が欲しい。

日本を牽引する新しい産業を早く育
成しないと、これ以上の経済成長に
は限界がある。

○
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ご意見の対象と
なる箇所（複数
回答可）

ご意見の概要 ご意見 理由 科学・技術全般に関するご意見 理由

１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他

No.
投稿
者属
性

平成24年度アクションプラン案に対するご意見 科学技術全般に対するご意見 APに関するご意見の対象箇所

イ－５

199
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

特に、すべての競争的資金についての基金化に
ついては実現を強く希望する。

単年度会計にとらわれず、研究の創造性と発展
性を担保するためには、研究費の執行に対し、柔
軟性の向上が不可欠である。

○

200
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

（2)重点的取組「競争的資金に関する執行の柔軟
性の向上」に関して、科研費の基金化がすべての
研究種目に適応されることに賛成する。

今年度から実施された科研費の基金化は、限ら
れた研究費を柔軟に利用することが可能となり、
無駄なくまた無理のない研究費執行ができること
につながることから、非常に望ましい制度となっ
た。今後はすべての研究種目に適応されることが
強く望まれる。

○

201
公務
員

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

改善・見直しを
した上で推進
すべき

研究費の基金化は、研究者の声を取り入れ、是
非これからも推進をお願いいたします。情報発信
については、一方的な情報の押し付けにならない
ようにしていただきたいと思います。

情報発信を「国民の理解、信頼、支持を確かなも
のにする」ために行うと読めますが、原発事故後
においては、こうした一方的な表現では、国民の
納得は得られないと思います。国民の声に真摯に
耳を傾ける姿勢を示してほしいと思います。

震災、原発事故後、科学技術は国民
からの厳しい目を向けられていま
す。これからの科学技術政策は、こう
した厳しい視線を受け止め、問題点
を洗い出し、その改善に取り組んで
いただきたいと思います。

今回の震災で発生した原発事故によ
り、科学技術は国民からの信頼を
失った「信頼性の危機」という状態に
あります。英国では、1990年代BSE
の問題で同様の「信頼性の危機」を
経験し、政策に国民の声を取り入れ
るなど改革を行いました。政府はこう
した認識を共有して、改革を行ってい
ただけたらと思っています。

○

202
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

平成23年度採択分の比較的補助額が少ない科学
研究費が基金化されたことは，従来の予算執行
の年度内執行という不都合を回避できる点で望ま
しいことだと評価しています．今回のアクションプ
ランにおける予算執行の柔軟性の向上の考え方
を他の種目へも拡大するべきであると考えます．

研究の進捗状況に応じて購入すべき消耗品や備
品等を柔軟に変更できることが科研費の基金化
によって可能になることは研究者としてはたいへ
ん望ましいことと思います．年度末に多少なりとも
無駄をともなう可能性のある予算執行を行うことを
避けることができる基金化が必要であると考えま
す．

○

203
研究
者

４．ライフ・イノ
ベーション ,５．
基礎研究の振興
及び人材育成の
強化

このまま推進
すべき

高齢化社会へ向けて、予防医学の観点からも、創
薬、バイオマーカー探索などの研究が必須だと思
われる。その研究に携わる優秀な研究者の育成、
確保が大変重要である。さらなる重点化を期待す
る。

高齢化社会へ向けてのQOLのために、疾病の早
期発見、早期治療が重要であり、バイオマーカー
探索は必須である。日本の独自性を生かすため
にも国産計測機器によるバイオマーカー探索研
究、また、創薬研究に重点を置いた研究が重要に
なると思う。 また、これらの研究を遂行するに当た
り、優秀な研究員を確保する必要性があるので、
研究員が安心して研究に集中できる環境の確保
も必要だと思うので。

○ ○

204
団体
職員

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

２－２　政策課題「がん、生活習慣病等の革新的
な診断・治療法の開発による治癒率の抗j向上等」
について

＜意見＞
がん、糖尿病などの合併症、精神・神経系疾患に
関する事項を重点的取組に上げたことを評価す
る。

国民からの要望を満たす領域と考えられる。 ○
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１．ね
らい

２．復
興・再
生

３．グ
リーン

４．ラ
イフ

５．基
礎・人
材

６．そ
の他
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イ－５

205
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

重点的取り組み「競争的資金に関する執行の柔
軟性の向上」の部分で科学研究費補助金の中の
一部研究種目において基金化が開始しされたの
は優れた改革であり、今後他の研究種目にも拡
大すべきである。

研究は単年度での計画通りには進まないもので、
かねてから柔軟な使用方法にする方策を考えら
れてきた。単年度予算ではなく基金化されたこと
によって年度を超えた利用が可能になったことか
ら、研究の柔軟性が増してより有効な研究費の使
用およびそれによって高い成果があげられると期
待される。このような良い制度改革は是非他の種
目にも拡大してほしい。

○

206
研究
者

５．基礎研究の
振興及び人材育
成の強化

このまま推進
すべき

科研費は研究者にとって、基礎的学術的研究を
進める上で有用な研究費である。基金化により本
制度の有用性はいっそう高まる。研究の成果も上
がると考える。ぜひすべての研究種目について基
金化を進めていただきたい。

１年ごとでは使い方に制約があり、十分活用でき
ない。

○

207
研究
者

２．復興・再生並
びに災害からの
安全性向上

このまま推進
すべき

東日本震災による復興は戦後復興に匹敵する国
家の一大事業である。特に、海水をかぶった農地
からの除塩や放射性物質で汚染された中山間地
域の除染は重要な課題である。これらの問題解決
はは科学技術を抜きには進められない。第４期科
学技術基本計画が始まる年度ではあったが、それ
にとらわれずに見直しに踏み切ったCSTPの迅速
な対応を大いに評価したい。

海水をかぶった農地からの除塩や放射性物質で
汚染された中山間地域の除染は、農学と工学が
共同で実用的な研究を進め、同時にそのための
技術開発が必要である。しかも緊急性も高い。そ
の意味でも、優先的な研究予算の投入が必要で
ある。

○

208
その
他

４．ライフ・イノ
ベーション

このまま推進
すべき

日本が持つ科学技術力を私達国民が実感でき、
社会へ還元して頂けることとは、
誰もが健康に年を重ねていけること、つまり「病
気」に対しての対策ではないでしょうか？
日本での死因１位である「ガン」、たとえ長生きして
も心配な「アルツハイマー」などの病気、その他難
病を積極的に予防、治療できる安心なお薬を、５
年後に開発して頂けたらと思います。

「国産計測機器によるバイオマーカー探索」という
ものが、実現できると上記のことが実現にちかづ
けるのではない科と考えます。

私は、伯母、舅をガンで亡くし、姑がアルツハイ
マーを患っています。
家族の介護に直面して切実に願うのは、早く治る
お薬を開発してほしいということです。そして、それ
を早く皆が使える薬にして頂きたいです。治す薬
が開発されれば、老後も安心して迎えられると思
うのです。
是非、５年後には、「ガン」、「アルツハイマー」他難
病を治せる薬を作って、１日も早く皆が使用できる
ようにして頂きたいです

○
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